
参 考 資 料
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婦 人 保 護 事 業 の 概 要

１．根拠法等
①売春防止法（昭和31年制定）
②配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（13年制定/16年・19年・25年改正）

③人身取引対策行動計画（平成16年12月）→人身取引対策行動計画（2009・2014）
④ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成12年制定／25年改正・28年改正）

２．対象女性 （「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の施行に対応した婦人保護事業の実施について＜局長通知＞）

① 売春経歴を有する者で、現に保護、援助を必要とする状態にあると認められる者
② 売春経歴は有しないが、その者の生活歴、性向又は生活環境等から判断して現に売春を行うおそれ

があると認められる者
③ 配偶者からの暴力を受けた者（事実婚を含む）
④ 家庭関係の破綻、生活の困窮等正常な生活を営む上で困難な問題を有しており、かつ、その問題を

解決すべき機関が他にないために、現に保護、援助を必要とする状態にあると認められる者
⑤ 人身取引被害者（婦人相談所における人身取引被害者への対応について＜課長通知＞）

⑥ ストーカー被害者（「ストーカー行為等の規制等に関する法律の一部を改正する法律」の施行に対応した婦人保護事業の実施について
＜課長通知＞）

３．実施機関等

①婦人相談所（配偶者暴力相談支援センター）及び一時保護所
②婦人相談員（都道府県婦人相談所・市福祉事務所等）
③婦人保護施設（都道府県・社会福祉法人）
④この他、①の一時保護の委託先として母子生活支援施設・民間シェルター等
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婦 人 保 護 事 業 の 各 機 関

婦人相談所
○売春防止法に基づき都道府県に設置され、また、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に基づく業

務も行う
○全国４９か所（平成２９年４月１日現在）
○一時保護機能を持ち、要保護女子、ＤＶ被害者、人身取引被害者の相談・支援、一時保護委託を行う
○一時保護に係る人件費や入所者の生活費について、婦人保護事業費負担金にて対応

（国1/2 都道府県1/2 国庫予算額約１０億円）
○婦人相談所活動費、外国人婦女子緊急一時保護経費等の一部について、婦人相談所運営費負担金にて対応

（国1/2 都道府県1/2 国庫予算額約２千万円）

婦人相談員
○売春防止法に基づき都道府県、市等が委嘱し、また、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に基づく

業務を行う
○１，４４７人（平成２９年４月１日現在）
○都道府県婦人相談所、市福祉事務所等に所属し、要保護女子、ＤＶ被害者の相談・指導を行う
○婦人相談員活動強化対策費（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）

婦人保護施設
○売春防止法に基づき都道府県や社会福祉法人が設置し、また、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律に基づく保護も行う
○全国３９都道府県に４７か所（平成２９年４月１日現在）
○要保護女子、ＤＶ被害者、人身取引被害者の保護、自立のための支援を行う
○施設職員の人件費、入所者の生活費について、婦人保護事業費補助金にて対応

（国1/2 都道府県1/2 国庫予算額約１３億円）

（平成30年度予算）
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婦人相談員
全国 １，４４７人

・婦人相談所や
福祉事務所に
配置。

・ＤＶ等に係る相
談・情報提供
等を行う。

福祉事務所（もしくは市町村）
生活保護、母子生活支援施設入所
保育所入所、子育て短期支援事業
母子家庭等日常生活支援事業、
児童扶養手当の支給 等

被
害
女
性

自

立

婦人相談所 ４９か所
・各都道府県 １ヶ所（徳島県のみ３ヶ所）
・ＤＶ等に係る相談・カウンセリング・情報提供
を行う。

・婦人相談所は配偶者暴力相談支援センター
としても位置づけられている。

（配偶者暴力相談支援センターは、婦人相談
所も含め、全国２７８カ所設置）

一時保護所 ４７か所
・婦人相談所に併設 （各都道府県１ヶ所）
・ＤＶ被害等女性、同伴児童に係る短期間の
一時保護を行う。

・保護の期間は概ね２週間程度。
・適切な保護が見込まれる場合、民間シェル
ター、老人福祉施設、障害者支援施設等へ
一時保護委託。

・中長期的な支援が必要な場合、婦人保護施
設への入所措置決定を行う。

母子家庭等就業・自立支援センター：職業相談、就業支援講習会の開催、就業情報の提供等
ハローワーク：マザーズハローワーク等における子育て女性等への就職支援サービスの提供
児童相談所：心理的虐待等を受けた子どもへの心理的ケア、子育て相談等

連

携

・

協

力

他省庁等
関係機関

警 察

裁判所

公営住宅
窓口

等

民間シェルター等
（一時保護委託）

・保護の期間は概ね
２週間程度

婦人保護事業の概要

婦人保護事業
関連

婦人保護事業以
外の厚生労働省
所管事業

婦人保護施設
３９都道府県

４７か所

・ＤＶ被害女性等に係
る生活支援・心理的
ケア・自立支援を行
う。

・支援期間は中長期
で、概ね１ヶ月以
上。

母子生活支援施設
生活支援
子育て支援
心理的ケア
自立支援

（注）婦人相談員、婦人相談所及び婦人保護施設の数は平成29年４月１日現在。配偶者暴力相談支援センターの数は平成29年11月２日現在

○婦人保護事業関連施設と、ひとり親家庭の支援施策など婦人保護事業以外の厚生労働省所管事業を組み合わせて被害女性
の自立に向けた支援を実施。必要に応じ、関係省庁等とも連携して対応。

【支援対象】
・DV被害女性

・ストーカー被
害女性

・性暴力被害
女性

・人身取引被
害女性 等
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○ 婦人相談所及び婦人相談員における夫等からの暴力の相談件数の相談全体に占める割合は、
年々増加している。

夫等からの暴力の相談件数及び相談全体に占める割合（来所相談） （人数）

※（ ）内は、相談全体に占める夫等からの暴力の割合。

(２８．３%)

(２４．２%)

(２５．６%)

婦人相談所及び婦人相談員による相談

（厚生労働省家庭福祉課調べ）

(２８．９％)
(２９．６％)

（３０．７％）

（３１．３％）
(３２．６％)

(３３．０%) (３４．１%)
(３５.８%)

(37.8%)
(38.1%)

(40.8%)

103



婦人相談所及び婦人相談員が受付けた来所相談の内容
○ 「夫等からの暴力」を内容とする相談は来所相談全体の４０．８％となっている。

○ 「夫等」「子・親・親族」「交際相手等」の３つを合わせると、全体の４８．１％を暴力被害の相談が
占めている。

平成２８年度 合計：７９，４２３人

夫等からの暴力
３２,４０３人
（４０．８％）

その他の人間関係
２，４０５人
（３．０％）

住居問題・帰住先なし
４，４００人
（５．５％）

医療関係
（精神、妊娠・出産を含む）

４，６５１人
（５．９％）

男女・性の問題
（うちストーカー被害４９０人を含む）

１，０３８人
（１．３％）

暴力以外の家族親族の
問題

（離婚問題を含む）
２１，４１２人
（２７．０％）

経済関係
７，２６９人
（９．２％）

交際相手等からの暴力
１，５３６人
（１．９％）

子・親・親族からの暴力
４，３０９人
（５．４％）
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婦人相談所における一時保護の理由
○ 「夫等からの暴力」を理由とする保護が全体の６９．５％を占めている。

○ 「夫等」「子・親・親族」「交際相手等」の３つを合わせて、全体の８３．８％を暴力被害が占めてい
る。

子・親・親族からの暴力
３８０人（８．２％）

交際相手等からの暴力
２８０人（６．１％）

暴力以外の家族親族の問題
（離婚問題を含む）

７１人（１．５％）

その他の人間関係
２３人（０．５％） 住居問題・

帰住先なし
４９５人

（１０．７％）

医療関係
（精神、妊娠・出産を含む）

２０人（０．４％）

経済関係
１４人（０．３％）

男女・性の問題
（うちストーカー被害67人を含む）

１２７人（２．８％）

夫等からの暴力
３，２１４人
（６９．５％）

平成２８年度 合計：４，６２４人
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「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」のスキーム

被 害 者 国 民
（医師等）

相手方
申立人の配偶者・元配偶者
（事実婚を含む）等（※）

発
令

保護命令違反に対する罰則
○1年以下の懲役または100万円以下の罰金

連 携

連 携

連 携

委 託

保護命令の申立て

地裁の請求
に基づく
書面提出等

地裁の請求に基づく書面提出等

保護命令（身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫）

○接近禁止（6か月）
○住居からの退去・住居付近のはいかい禁止（2か月）
○同居する子への接近禁止（6か月）
○親族・支援者等への接近禁止（6か月）
○電話等通信の禁止（6ヶ月）

地方裁判所
警 察

○暴力の制止
○被害者の保護
○被害発生防止

のために必要
な措置・援助

一時保護委託先
（民間シェルター、
母子生活支援施設、
婦人保護施設等）

福祉事務所

○自立支援等
（母子生活支援施設への
入所、保育所への入所、
生活保護の対応、児
童扶養手当の認定等）

民間団体

○自立支援等

通知

通知

市町村の努力義務
○ 基本計画の策定
○ 支援センターの設置

身体に対する暴力又は生
命に対する脅迫が保護命
令の対象
※ 配偶者暴力相談支援
センター・警察への相談
がない場合、公証人面前
宣誓供述書を添付

保護（施設入所）
（母子生活支援施設、
婦人保護施設等）

入 所

入 所

は厚生労働省に
関係するもの

配偶者暴力相談
支援センター

※含む婦人相談所
○相談
○カウンセリング
○緊急時における安全の
確保

○一時保護
○自立支援・保護命令利
用・シェルターの利用
についての情報提供・
助言・関係機関との連
絡調整・その他の援助

①発見した者による通報努力義務
②医師等は通報できる
（被害者の意思を尊重するよう努める）

情報提供努力義務
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配偶者からの暴力で悩んでいる方へ

配偶者
男性・女性を問いません。事実婚や元配偶者※も含まれます。
※離婚前に暴力を受け、離婚後も引き続き暴力を受ける場合。生活の本拠を共にする交際相手、元生活の本拠を共にする交際相手も含まれる。

暴 力 身体的暴力のみならず、精神的・性的暴力※も含まれます。
※保護命令は、身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫のみ対象。

配偶者からの暴力

いろいろな機関で相談を行っています。相談

いろいろな形態があります。

とりあえず加害者から逃れたい。一時保護 自立して生活がしたい。自立支援

配偶者暴力相談支援センター

警 察

○都道府県が設置する婦人相談所その他適切な施設が、配偶者暴力
相談支援センターの機能を果たしています。

○また、市町村の支援センターもあります。

①相談又は相談機関の紹介 ②カウンセリング
③被害者及び同伴者の緊急時における安全の確保及び一時保護
④被害者の自立生活促進のための情報提供その他の援助
⑤保護命令制度の利用についての情報提供その他の援助
⑥被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供その他

の援助
※①～⑥のうち、各支援センターにおいて実施されている事業は支援センターによっ

て異なります。

被害者の意思を踏まえ、配偶者の検挙、指導・警告、自衛・対応策
についての情報提供などの適切な措置をとります。

婦人相談所

○各種相談業務を行うとともに、配偶者からの暴力を受けた被害者の
一時保護業務を行っています。

○お子さんと一緒に、しばらく安全に生活することができます。
（一時保護は、民間シェルター等に委託されることもあります。）

配偶者暴力相談支援センター

配偶者暴力相談支援センターで
は、自立支援のための様々な情
報を提供しています。

加害者が近寄ってこないようにしたい保護命令

被害者への接近禁止命令

被害者の子又は親族等への接近禁止命令

電話等禁止命令

退去命令

加害者が被害者の身辺につきまとったり、被害者
の住居、勤務先等の付近をはいかいすることを
禁止する命令です。

期間は６ヶ月です。

被害者本人への接近禁止命令の実効性を確保す
るため、被害者の子又は親族等※１の身辺をつき
まとったり、子又は親族等の住居、勤務先等の付
近を俳諧することを禁止する命令です。

期間は６ヶ月※２です。

被害者本人への接近禁止命令の実効
性を確保するため、被害者に対する一
定の電話・電子メール等が禁止されま
す。

期間は６ヶ月※３です。

加害者に、被害者と共に住む住居から
退去することを命じるものです。

期間は２ヶ月です。

※１対象は、①被害者と同居する被害者の未成年の子供、②被害者の親族その他被害者と社会生活において密

接な関係を有する者です。 ※２被害者本人への接近禁止命令が発令されている間に限ります。

※３対象者は被害者本人のみです。また、被害者本人への接近禁止命令が発令されている間に限ります。

○就業の促進 職業紹介、職業訓練等に関
する情報提供

○住宅の確保 公営住宅等に関する情報提
供

○援 護 生活保護、児童扶養手当の
受給等に関する情報提供

裁判所に申し立てると、加害者に対し、保護命令が出されます。
※更なる暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときに限ります。

○ 事実婚の場合の申立てや元配偶者に対する申立て、生活の本拠を共にする交際
相手・元交際相手に対する申立てもできます。

○ 命令に違反すれば、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金です。

（「配偶者からの暴力で悩んでいる方へ」（内閣府・男女共同参画局）を元に作成）

各都道府県に必ず１つ
設置されています。

107



昭和３２年４月
売春防止法に基づき、婦人相談所に要保護女子の一時保護を行う施設を設置。
（平成１９年４月～定員を超える場合は一時保護委託が可能となった。）

平成１４年４月～
ＤＶ法に基づき、暴力被害女性及び同伴家族の一時保護を行うこととされた。
また、民間シェルター等への一時保護委託が可能となった。

平成１６年１２月～
人身取引対策行動計画に基づき、婦人相談所及び一時保護委託先施設において、
人身取引被害者の一時保護を行うこととなった。（平成１７年度より一時保護委託を実施）

婦 人 相 談 所 一 時 保 護

平成２３年３月～

第３次男女共同参画基本計画を踏まえ、恋人からの暴力の被害者を一時保護の委託対象に加えた。

平成２３年７月～
母子生活支援施設において、妊娠段階から出産後まで一貫して母子の支援を行うことが可能となる

よう、支援を行うことが特に必要であると認められる妊産婦を一時保護の委託対象に加えた。

平成２８年４月～
「ストーカー総合対策」（平成27年3月）や第４次男女共同参画基本計画（平成27年12月25日）を踏ま

え、ストーカー行為や性暴力・性犯罪の被害女性を一時保護の委託対象に加えた。
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○婦人相談所により一時保護された女性は４，６２４人。同伴家族の数が４，０１８人で、
合計８，６４２人となっている。

○一時保護件数は平成１３年度から平成１６年度にかけて増加し、その後は横ばい傾向が続いた

が、平成２７年度からは減少している。

（件数）

10,903
11,476

同伴家族一時保護された女性

12,059 11,83711,734 12,007 12,145 12,160 11,866

7,908

11,246 11,565

婦人相談所による一時保護者数の推移

11,623
11,082

9,694

8,642
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婦人相談所による一時保護の在所期間

６～１０日

１～５日

１１～１５日

１６～２０日

２１～３０日

３１日以上

○一時保護の平均在所日数は平成２８年度は１５．７日となっている。
○平均在所日数の推移をみると、平成２６年度以降伸びている。

15.3

平成２８年度 合計：４，６２４人 （日）
平均在所日数の推移
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各都道府県において委託契約を行っているため、同一施設が複数県から委託を受けていることがあり得る。

○ 平成１４年度に一時保護委託制度を創設。

○ 委託契約施設数は、平成２９年４月１日現在で３２５施設。
※各都道府県において委託契約を行っているため、同一施設が複数県から委託を受けていることがあり得る。

○ 平成２８年度における一時保護委託人数は、ＤＶケース以外を含めて、２，８８６人。
(女性本人1,354人、同伴家族1,532人)である。

○ DVケース以外を含めて、女性本人の平均在所日数１６．３日となっている。（一時保護委託ケース）

(注１) 母子生活支援施設を除く。 (注２) （ ）内は、平成28年4月1日現在

一時保護の委託契約施設数（平成29年4月1日現在）

一時保護委託の状況

施 設
区 分

母子生活
支援施設

民間
シェルター

児童福祉
施設

（注１）

障害者
支援施設

婦人保護
施設

老人福祉
施設

保護施設 その他 合 計

カ所数
（注２）

108
(104)

878
(93)

45
(53)

26
(26)

22
(22)

21
(14)

11
(9)

4
(4)

325
(325)
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○約６割が乳児・幼児。約３割が小学生。同伴家族の約９８％が１８歳未満の児童。

○ほとんどが婦人相談所一時保護所または一時保護委託先において保護女性と一緒に保護。

○年齢の高い男子を伴う場合は、一時保護を委託するケースが多い。

年齢区分

（厚生労働省家庭福祉課調べ）

459人
(11.4%）

1,884人
（46.8%）

1,237人
（30.8%）

279人
（7.0%） 73人

（1.8%）
86人

(2.1%）

合計：4,018人

一時保護同伴家族の状況（平成２８年度）

112



○婦人相談員は、都道府県及び市から委嘱され、夫等からの暴力を始めとした女性の様々な相
談に対応している。

○婦人相談員の員数は毎年少しずつ増加しているが、特に市の増加率が高い。

531 582 598 633 672 754 782 833 877 933 981

449 436 444 441
468

463 453
462 471

482 466

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

980 1,018 1,042 1,074
1,140

1,217 1,235

（単位：人）

都道府県市

婦人相談員の推移

※人数は当該年度の４月１日現在

（厚生労働省家庭福祉課調べ）

1,295
1,348

1,415 1,447
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婦人保護施設における在所者の入所理由

○ 「夫等からの暴力」を理由とする入所者が全体の４２．９％となっている。

○ 「夫等」「子・親・親族」「交際相手等」の３つの暴力被害による入所者が全体の５８．５％を占めている。

※ なお、在所者８５０人のほかに、同伴家族３７７人（うち同伴児童３７３人）が入所している。

交際相手等からの暴力
５０人

（５．９％）

暴力以外の家族親族の問題
（離婚問題を含む）

１４人（１．７％）

その他の人間関係
１人

（０．１％）

住居問題・帰住先なし
１９９人

（２３．４％）

経済関係
８４人

（９．９％）

夫等からの暴力
３６５人

（４２．９％）

子・親・親族からの
暴力
８２人

（９．７％）

医療関係
（精神、妊娠・出産を含む）

３５人
（４．１％）

平成２８年度 合計 ８５０人

男女・性の問題
（うちストーカー被害３人を含む）

２０人
（２．３％）
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婦人保護施設入所者の心身の状況

注１：その他の病弱者とは、通院、入
院歴がある者及び常備薬を服用
している者等をいう。

注２：うち９人は重複障害の者

○入所者のうち、４７．３％の女性が、何らかの障害あるいは病気を抱えている。

平成２８年度

計 ８５９人（注2）

精神障害者保健福祉
手帳の保持

９３人（１０．８％）

療育手帳の保持
１０６人（１２．４％）

身体障害者手帳の保持
２４人（２．８％）

（参考）平成２８年度

婦人保護施設入所者数 ８５０人

（注1）
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